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研究成果の概要（和文）：本研究は小学校から成人期への入り口を経て職業生活の初期段階に至るまでの青少年を対象
として、１）青少年期から成人期への移行に関する統計的ポートレートを作成するとともに、２）現代社会における「
移行」問題を社会学的に考察することを目的とし、関東エリア、東北エリアにおいて、これまでに3波のパネル調査を
実施してきた（第一波調査（2003-2004年）、第二波調査（2006-2007年）、第三波調査(2009-2011)）。本研究は第四
波調査として、これまでの調査対象者の高校卒業以降の職業世界への移行に焦点づけたフォローアップ調査を実施し、
職業的キャリア形成、家族形成の過程を明らかにすることを目的とする。

研究成果の概要（英文）：The purpose of this study is to examine the transition process from childhood to 
adulthood in order to (1) create statistical portrait of such transition, and (2) to reflect on various 
transitions in our current society from sociological perspectives. We have conducted three panel surveys 
(Wave1 (2003-2004), Wave2 (2006-2007), Wave3 (2009-2010)) in Areas of Kanto and Tohoku. This study was 
Wave4 (2012-2014) of the longitudinal study. The survey focuses on the transition from school to work 
after graduating high school, and its aim is to reveal the process of career choice and family formation.

研究分野：教育社会学
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９、Ｚ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
(1)青少年期から成人期への移行危機 
 21 世紀初頭の変動社会における青少年の
「移行」危機は、①社会化（学力・能力・パ
ーソナリティ形成、citizenship 形成）、②人
材の選抜と配分（職業世界への円滑な移行）、
③社会化と選抜・配分を通した平等社会の実
現の、いずれの次元についても見られる。た
とえば学力低下や公共性の喪失は社会化の
危機、いわゆるフリーター、無業者の増加は
人材の選抜・配分の危機、学力・教育達成に
おける社会階層間の格差の拡大は、平等社会
を実現する上での危機である。いずれも成人
期への円滑な移行という観点から見て再検
討を要する現象である。縦断的研究を蓄積す
ることによって、これらの危機の諸相を家族、
学校、学校外教育、よりマクロな社会文化的
環境との関わりにおいて観察し、危機を克服
するための教育システム等を構築する処方
箋を描くことを目指す。 
 
(2)国内外における縦断的調査研究の状況 
 わが国においては、上記の問題をそれぞれ
個別的に（学力格差についての研究や、フリ
ーター研究、職業生活への移行と進路指導研
究など）、また一時点において取り上げた研
究が大半を占める。成人期への移行という観
点から縦断的に、そして教育システムのある
べき姿を対症療法ではなく構造的に探求し
た研究は皆無に近い。一方、アメリカにおい
ては、青年期から成人期へのトランジッショ
ンを、国家的縦断的調査によって観察するた
めの大規模調査が存在する（たとえば NELS、
High School & Beyond）。またイギリスでも
同様に数多くの縦断的調査が存在する。それ
らは研究者に公開され、学術論文のみならず
教育政策等の策定に資する幾多の成果を生
んでいる。本研究は、そうした国内における
研究状況の欠陥を補い、また主としてアメリ
カ、イギリスにおける研究上のノウハウを生
かしつつ、設計されたものである。 
 
(3)第一波、第二波、第三波調査の成果とフォ

ローアップ調査の焦点 
 「青少年期から成人期への移行についての
追跡的研究」は、東北エリアおよび関東エリ
アをフィールドとしている。私たちは第一波、
第二波、第三波調査に基づき、平成 23 年ま
でに報告書『JELS』第 1 集～第 14 集（総論
文数 124 本）、学会報告 54 本等を発表し、そ
の成果は学術的に、また社会的に注目されて
きた（たとえば、全国紙での報道件数約 15
件）。とりわけ、①学力と進路選択に対する
家庭的背景の影響力の大きさを、保護者調査
によって採取した家庭経済（所得等）、文化
的環境データによって実証的に示した点、②
学力と進路意識形成の過程が、大都市圏と地
方小都市とで大きく異なることを明らかに
した点は、わが国ではほとんどはじめての知
見といってよい。 

 フォローアップ調査の焦点は、3 つのコー
ホートの現在の教育、職業、家族形成等の状
況を把握するとともに、そのキャリアパタン
を、家庭的背景、在学時の学力、教育歴との
関連において分析するところにある。この分
析は、詳細な保護者調査と学力調査を実施し
た縦断的調査研究でなければ行うことがで
きない。 
 
２．研究の目的 

「青少年期から成人期への移行について
の 追 跡 的 研 究 」（ Japan Education 
Longitudinal Study: JELS）は、小学校から
成人期への入り口を経て職業生活の初期段
階に至るまでの青少年を対象として、１）青
少年期から成人期への移行(transition)に関
する統計的ポートレートを作成するととも
に、２）現代社会における諸「移行」問題を
社会学的に考察することを目的とした縦断
的(longitudinal)調査である。私たちは、これ
まで調査対象者が在学中に、第三波調査まで
実施してきた。本申請課題は、調査対象者の
高 校 卒 業 以 降 の 職 業 世 界 へ の 移 行
(transition)に焦点づけた 3 種類のフォロー
アップ調査（第 4 次）を実施し、職業的キャ
リア形成、家族形成の過程を明らかにするこ
とを目的とする。 
 
３．研究の方法 
研究目的を達成するため、これまで 2003

年から Wave1、Wave2、Wave3 と追跡調査
を実施してきた関東エリアおよび東北エリ
アの両エリアの調査対象者（現 20 歳＋、23
歳＋、26 歳＋）に対し、3 つのフォローアッ
プ調査を実施する。まず平成 24 年度に(1)現
況調査（調査対象者の現在の所属学校、就職
先と現住所の把握）を行う。この調査をもと
に、平成 25 年度および平成 26 年度に(2)イン
タビュー調査を実施し、進路選択の過程を詳
細に明らかにする。 
平成 24年度から平成 26年度にかけて以下

の調査研究を実施した。 
 
(1)平成 24 年度 

関東地方 A エリア、東北地方 C エリアにお
ける第一波、二波、三波調査の中学生・高校
生を対象に、卒業後の進路や現住所確認につ
いての質問紙調査を企画し、郵送による追跡
調査を実施した。実施時期は 2012 年 12 月－
2013 年 1 月。郵送 6775 部、回収 2052 部、
回収率 30.3％（調査途中のため現時点での回
収数）。 
 
(2)平成 25 年度 

関東地方 A エリア、東北地方 C エリアにお
ける第一波の高校生（現在、27 歳～28 歳）
を対象に、インタビュー調査を実施した。実
施時期は 2014 年 1 月－2014 年 3 月。調査依
頼 121 人（郵送）、調査実施者 8 人（調査途
中のため現時点での実施数）。 



東北地方Cエリアの高校 3年生を対象に質
問紙調査を実施した。実施時期は 2013 年 11
月。調査票配布数 788 部、回収数 767 部、回
収率 97.3 率。 
 
(3)平成 26 年度 
関東地方 A エリア、東北地方 C エリアにお

ける第一波の高校生（現在、28 歳～29 歳）
を対象に、インタビュー調査を実施した。実
施時期は 2014 年 4 月～11 月。調査依頼 266
人（郵送）、調査実施者 47 名（男性＝22 名、
女性＝25 名）。 
 
４．研究成果 
これまでに収集してきたパネルデータお

よび香港、上海への国際比較データを分析し
た結果、主として以下 5つの知見が得られた。 
 
(1)青少年の大学進学希望の縦断的変化 

東北エリアを対象にこれまでの蓄積して
きたパネルデータを用いて、小学 6 年生－中
学 3 年生－高校 3 年生の希望進路の変化を分
析した。その結果、早期に大学進学を希望し
ている者は、その後もほとんど希望進路が変
化しないことが明らかになった。進路分化は
かなり早期に行われていることが示唆され
る。（『JELS』第 18 集） 
 
(2)地方高校生の地域移動観 
東北エリアの高校 3年生の就職地と居住地

の展望を①男女別、②親の教育経験、③所属
高校、④学歴希望、⑤職業観と場所の展望と
の関連を分析した。教育機会を求めて進学す
ることをきっかけに地元を離れる青少年の
様相を描き出すことができた。（『JELS』第
18 集） 
 
(3)青少年の学校適応の縦断的変化 

これまでの蓄積してきた小学 3年生‐小学
6 年生‐中学 3 年生対象のパネルデータを計
量経済学における手法（Hybrid Model）を用
いて分析した。その結果、意識レベルでの学
校適応の変化が、学習時間（行動レベルでの
学校適応）に対してポジティブな効果をもた
らすことを明らかにした。（『JELS』第 18 集） 
 
(4)親と子どもの学校との関わりについての
国際比較分析 
親の学校との関わり、家庭内での子どもと

の関わりを、それぞれ、「親の社会関係資本」
「子どもの社会関係資本」と位置付け、日本
の親の関わりが、香港、上海の親の関わりと
比べて、どの程度なのかを分析した。その結
果、親と学校の関係性はどの社会でも総じて
高いが、日本では、学校活動への参加が高く、
また他の保護者との関係性が強い一方、上海
では、親と先生の関係性が強いなど、それぞ
れの社会で規範となる「親の学校関与」が異
なることが明らかになった。（『JELS』第 18
集） 

 
(5)パネルデータの脱落サンプル分析 

小学 3 年生‐小学 6 年生‐中学 3 年生を対
象に、これまでの収集してきたパネルデータ
の脱落サンプルの傾向分析を行った。その結
果、脱落サンプルには、女子の欠損が多かっ
たものの、出身社会階層についてはほぼ偏っ
た脱落はなかった。学校での集合自記式調査
による効果が示されたといえよう。（『JELS』
第 17 集） 
 
＜今後の展望＞ 
こうした量的・質的研究を深めることによ

り、青少年のキャリア形成における幼少期の
家庭環境の重要性が浮かび上がってきた。今
後は、とりわけ就学前環境に着目した調査を
行いつつ、青少年の学校から職業への移行に
ついて分析を継続していく。 
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